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環境厚生常任委員長報告 

（H24.12.21） 

 

環境厚生常任委員会に付託されました議案について、審査の経過概要と結果を報告いたし

ます。 

 

まず、第１号議案、平成２４年度一般会計補正予算の本委員会所管分でありますが、その

主な内容は、 

総務費では、 

 住宅用太陽光発電システム設置補助金に係る増額補正等、 

民生費では、 

 生活保護世帯の増加に伴う増額補正等、 

並びに塵芥処理施設管理等の業務委託経費及び指定管理者の指定に係る債務負担行為の

設定等であります。 

採決に先立ち、賛成討論として、本市定年退職者である福祉事業団常務理事の報酬増額に

係る補助金の増額については問題があるという指摘が為されたものの、採決の結果は全員を

もって原案可決すべきものと決定しました。 

 

次に、第４号議案、平成２４年度介護保険事業特別会計補正予算は、 

 各介護サービス給付経費に係る増額補正等です。 

別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと決定しました。 

 

 次に、第７号議案、平成２４年度亀岡市病院事業会計補正予算は、 

 病院の総合管理等の経費に係る債務負担行為の設定であります。 

別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと決定しました。 

 

 次に、第１３号議案、指定地域密着型サービスの基準等を定める条例の制定、及び第１４

号議案、指定地域密着型介護予防サービスの基準等を定める条例の制定は、介護保険法の一

部改正に伴い、事業の人員、設備、運営等に関する基準を設けようとするものです。 

 採決に先立ち、賛成討論として、条例案の規定内容は現に運用されている制度基準のとお

りであり問題は認められないが、パブリックコメントを行った後に上程することが望ましい

という意見がありました。 

採決の結果は、２議案とも全員をもって原案可決すべきものと決定しました。 

なお、この２条例は分権改革により、従前は国が定めていた基準を、本市が定めることと

なったものです。従って、基準を定める当事者として、今後早急に市内で地域密着型事業を

展開する事業者等の意見を聴取し、必要ならば条例に定める基準の改正等を検討するべきで

す。 

 

 次に、第１７号議案、亀岡市ごみ処理施設整備改良工事請負契約の締結は、桜塚クリーン

センターの適切な運営と延命化のための基幹改良工事について、日立造船株式会社との仮契

約を本契約とするものであります。なお、当該業者については、平成２３年６月定例会にお

いて、同施設建設時の受注調整に関する和解議案が可決されたという経緯があります。 

採決に先立ち、反対討論として、当該業者との契約締結に異議があるとの意見がありまし

た。 
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また、賛成討論として、過去に議決した和解議案と本契約議案とは別の案件であるとの指

摘がありました。 

採決の結果は、多数をもって原案可決すべきものと決定しました。 

 

次に、第２３号議案、ふれあいプラザに係る指定管理者の指定について、公の施設の管理

に関し、指定管理者を指定しようとするものであり、別段異論なく、採決の結果は、全員を

もって原案可決すべきものと決定しました。 

 

なお、今定例会における本委員会の審査においては、全体的に説明のための準備不足が感じ

られたところです。議案質疑に対する答弁が不十分であり理解し難いとの指摘が相次いだこ

とは非常に残念です。 

議案の審査については、質疑に対応するために必要な資料や、積算の根拠となった資料の

確認、また、審査に資する資料の事前提供を期待します。 

 

以上、簡単でありますが、本委員会の報告とします。 
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